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図１ 部活動改革及び地域クラブ活動等の推進に関する総合的なガイドラインの概要②（スポーツ庁）
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３ 部活動指導員の配置と成果 

  令和８年度、当町では部活動指導員制度を整備し、国の「中学校における部活動指導員

の配置支援事業」による補助金を活用している。令和８年度より、新たに下表のとおり４

名の部活動指導員を配置し、本格的な運用を開始した。顧問の意向や部員数等、各部の状

況に応じて、単独指導の有無や連携状況は異なるが、平日、休日のいずれにおいても顧問

教員の時間的、心理的負担が軽減されており、教員の働き方改革と専門的な技術指導の両

立において成果を上げている。 

部活動指導員 種目 単独指導の 

有無 

およその勤務時間 / 週 

A 退職教員 函南中学校  

陸上競技部 

あり 休日３時間、平日 4.5 時間 

B 退職教員 函南中学校 

柔道部 

あり 休日３時間、平日 4.5 時間 

C 退職教員 函南中学校 

女子バレー部 

なし 休日３時間 

D 函南町生涯学習課 

会計年度任用職員 

東中学校 

男子バレー部 

なし 休日３時間 

 

  令和８年度４～６月の勤務実績を図２に示す。部活動指導員 A～Cは、部活動指導員が配

置されていない部活動の顧問と同程度の勤務を行っている。部活動指導員 D は、休日３時

間のみの勤務形態であり、部活動の活動予定や部活動指導員の都合等の事情により勤務時

間は少ないものの、特に顧問の技術的、心理的負担の軽減に成果を上げている。部活動指

導員の勤務時間は平日よりも休日の方が多く（図３）、大会日の指導においては、顧問の従

事時間が長く、部活動指導員との連携による負担軽減を行っている。平日においては、部

活動指導員の他の職との兼ね合いもあり、勤務時間が少ない傾向にある。平日に指導可能

な人材の確保が課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平日勤務 休日勤務

図３ 勤務時間の比較 
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図２ 部活動指導員の勤務実績 
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  令和８年度は、部活動指導員導入の初年度であり、円滑な制度開始に向けて、学校長、

顧問、部活動指導員との協議を行ってきた。その結果、部活動指導員にすべての指導を任

せる単独指導を基本とするのではなく、必要に応じて顧問と連携して指導にあたる体制を

基本としている。（図４）これは、顧問の技術指導に携わり続けたいという思いを尊重する

とともに、生徒指導の充実や安全管理の観点によるものである。顧問が校務や出張等によ

り部活動に参加できない場合、部活動指導員が単独で指導・引率を行うことで、生徒の活

動機会が保障される点は、外部指導者にはない大きな利点である。導入から数か月が経過

し、単独指導の時間は増加傾向であり、顧問不在時にも安心して指導を任せることができ

ていることが伺える。（図５） 

 

  現在、町内28部活動のうち13部活動でボランティアの外部指導者が活動しているが、部

活動指導員としての任用はまだ一部に留まっている。今後も生徒や教員のニーズを踏まえ、

指導員の配置率をさらに高めていくため、人材の開拓に努めていく。 

 

４ 合同部活動について 

  当町の中学校部活動ガイドラインでは、合同部活動について以下の通り規定されている。 

 
・設置基準：どちらか一校の人数が、チーム編成に必要な人数に満たない場合に合同化する。 
・継 続 性：一度合同化した部活動は、その後に部員数が増えて各校単独でのチーム編成が可能 

になっても、原則として合同部活動としての活動を継続する。 
  
  また、改廃（統合・休部・廃部）の目安について、以下のいずれかの状況が生じた場合、

改廃の対象として保護者、学校、教育委員会で協議することが規定されている。 

 
・人数不足：１年生の正式入部後、公式戦出場に必要な人数を満たさない場合。かつ、新１年生 

（小学６年生）の入部希望調査を含めた翌年の３学年合計人数も、必要数を満たさな 
いと推定される場合。 

・保護者の意向：当該部活動に登録している生徒の過半数を超える保護者から、改廃検討の依頼があっ 
た場合。 

 

 

顧問との連携指導

単独指導

図４ 部活動指導員の指導形態の比較 
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  令和８年度、部員数が試合出場のための必要数を下回り、新たに合同化の対象となる部

は存在しないため（図６）、合同部活動の新設は見送られ、現状維持となっている。しかし、

一部の部活動では部員数が十分とは言えず、単独校での練習メニューの構築や、対外試合

の機会確保が難しくなっている。生徒の豊かな活動機会を保障するため、必要に応じて合

同練習の実施や、活動機会の確保に向けた継続的な支援、合同化や改廃の基準の見直し等

が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 令和８年度 各部活動の状況 
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１年 3 １年 4

２年 6 ２年 9

３年 2 ３年 7

１年 3 １年 1

２年 5 ２年 6

３年 7 ３年 15

１年 9 １年 13

２年 10 ２年 6

３年 9 ３年 21

１年 12 １年 12

２年 15 ２年 13

３年 7 ３年 7
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３年 7 ３年 6

１年 5 １年 9

２年 6 ２年 8

３年 3 ３年 11

１年 9 １年 10

２年 8 ２年 5

３年 12 ３年 6

１年 0 １年

２年 2 ２年

３年 4 ３年

１年 0 １年 5

２年 3 ２年 5

３年 5 ３年 3

１年 6 １年 3

２年 15 ２年 8

３年 10 ３年 14

１年 3 １年

２年 6 ２年

３年 1 ３年

１年 6 １年 14

２年 11 ２年 7

３年 11 ３年 5

１年 １年 9

２年 ２年 10

３年 ３年 7

美術 なし 不要 外部指導者 希望する

教養 外部指導者 不要

吹奏楽 外部講師等 不要 外部講師等 強く希望する

筝曲 外部指導者 強く希望する

柔道 部活動指導員 強く希望する

剣道 外部指導者 不要 外部指導者 強く希望する

男子卓球 なし 強く希望する 外部指導者 希望する

女子卓球 なし 強く希望する 外部指導者２名 強く希望する

男子バレー 外部指導者 強く希望する
部活動指導員
外部指導者

希望する

女子バレー 部活動指導員 不要 外部指導者 強く希望する

男子バスケ 外部指導者
どちらでもない

なし 不要

女子バスケ 外部指導者 強く希望する なし 不要

男子テニス なし 希望する なし 不要

女子テニス なし 希望する なし 希望する

サッカー
(合同)

外部指導者３名 不要 外部指導者３名 希望する

陸上 部活動指導員 どちらでもない なし 希望する

函南中学校 東中学校

部員数 部員数

野球
(合同)

なし 不要 なし どちらでもない
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５ 小学生の意向 

  令和８年度７月に実施した小学生対象のアンケート調査の結果から、児童の部活動志向

は依然として高く、約75%の児童が中学校入学後に部活動に所属したいと考えている。（図

７）令和８年度現在、町内中学生の部活動所属率は約85%であり、所属率は減少が予想され

るものの、部活動が生徒にとって重要な活動機会となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  柔道部や剣道部等については、現在所属中の生徒や入部希望者が少なく、単独校での

活動維持だけでなく、町内全体としての持続可能性が危ぶまれる状況にある。これらの

部については、今後の動向を注視し、合同化や地域展開、改廃を含めた検討が必要であ

る。 

  児童からは、設置種目や活動時間といった基本的な事項に加え、地域クラブとのかけ

もち（二重登録）ができるのか、部活動はなくなってしまうのかといった素朴な質問が

多く寄せられた。本町では、学校部活動と地域団体をかけもちして活動している生徒も

既に存在しており、ポータルサイト等を通じた周知を行っているが、制度や運用につい

ての理解はまだ十分とは言えない。小学校高学年という早い段階から、町の方針を丁寧

に伝えていくことは、進学時の不安解消に直結する。現在、Q&A 方式のリーフレット「教

えて！函南町の部活動」(参考資料４-１)を配布し、部活動は希望制であることや、様々

な活動の選択肢があることを周知しているが、今後も継続的な情報発信が必要である。 
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図７ 中学校入学後の活動意向 対象:町内小学６年生 

図８ 所属したい部活動（クラブとのかけもちを含む）  対象:町内小学６年生 
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